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受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。
当ファンドは、日本を含む世界の「ＥＶ
（電気自動車）」関連株式に投資し、信託財
産の成長をめざしております。当作成期につ
きましてもそれに沿った運用を行ないまし
た。ここに、運用状況をご報告申し上げま
す。
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

iFreeActive ＥＶ

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商品分類 追加型投信／内外／株式
信託期間 約10年間（2018年 1 月31日～2028年 1 月28日）
運用方針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主 要
投資対象

ベ ビ ー フ ァ ン ド
ＥＶマザーファンド（以下
「マザーファンド」といい
ます。）の受益証券

ＥＶマザーファンド

日本を含む世界の金融商品
取引所上場および店頭登録
（上場予定および店頭登録
予定を含みます。）の株式
（ＤＲ（預託証券）を含み
ます。）

組入制限
ベビーファンドのマザーファンド
組 入 上 限 比 率 無制限
マザーファンドの株式組入上限比率

分配方針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、信
託財産の成長に資することを目的に、配当等収益
の中から基準価額の水準等を勘案して分配金額を
決定します。ただし、配当等収益が少額の場合に
は、分配を行なわないことがあります。

運用報告書（全体版）
（決算日　2019年 1 月30日）

第 1 期
（作成対象期間　2018年 1 月31日～2019年 1 月30日）



iFreeActive ＥＶ

決　算　期
基　　準　　価　　額

株 式 組 入
比 率

株 式 先 物
比 率

純 資 産
総 額（分　配　落） 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 % % % 百万円

1 期末（2019年 1 月30日） 6, 216 0  △ 37. 8 94. 1 ─ 122 
（注 1）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2）組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 3）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 4）当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、ベンチマークおよび参考指数を記載しておりません。

設定以来の運用実績
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■基準価額・騰落率
設定時：10, 000円　   
期　末： 6, 216円（分配金 0 円）   
騰落率：△37. 8％（分配金込み） 

■基準価額の主な変動要因
世界株式市況は、米中貿易摩擦や世界景気の減速に対する懸念、米国の金利上昇などを背景に、
下落しました。為替相場は、米ドルや香港ドルが対円でおおむね横ばいとなった一方で、オフショ
ア・人民元などは対円で下落しました。このような環境下で日本を含む世界の「ＥＶ（電気自動
車）」関連株式に投資した結果、基準価額は下落しました。くわしくは「投資環境について」をご
参照ください。

運用経過

基準価額等の推移について 
（円） （億円）

設　定
（2018. 1. 31）

期 末
（2019. 1. 30）
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2. 0

1. 0
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2, 000
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12, 000

10, 000

基準価額（左軸）　　　　分配金再投資基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

＊ 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを
示すものです。
＊ 分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります（分配金を自動的に再投資するコースがないファンドも
あります）。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

iFreeActive ＥＶ
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年　　月　　日
基　準　価　額 株 式 組 入

比 率
株 式 先 物
比 率騰 落 率

円 % % %
（期 首）2018年 1 月31日 10, 000 ─ ─ ─ 

1 月末　 9, 971 △ 0. 3 15. 9 ─ 
2 月末　 9, 330 △ 6. 7 94. 0 ─
3 月末　 8, 648 △ 13. 5 94. 8 ─ 
4 月末　 8, 314 △ 16. 9 93. 6 ─
5 月末　 8, 342 △ 16. 6 96. 4 ─ 
6 月末　 7, 857 △ 21. 4 98. 0 ─
7 月末　 7, 743 △ 22. 6 95. 3 ─ 
8 月末　 7, 479 △ 25. 2 96. 2 ─
9 月末　 7, 426 △ 25. 7 91. 6 ─ 
10月末　 6, 414 △ 35. 9 93. 7 ─
11月末　 6, 731 △ 32. 7 94. 6 ─ 
12月末　 6, 029 △ 39. 7 94. 1 ─

（期 末）2019年 1 月30日 6, 216 △ 37. 8 94. 1 ─
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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■世界株式市況
世界株式市況は下落しました。
世界株式市況は、当作成期首から2018年 2 月上旬にかけて、米国の雇用統計が市場予想を上回

り、同国の金利が上昇したことを受けて下落しました。その後は、好調な決算発表などが支援材料
となりいったんは反発しましたが、米中貿易摩擦への懸念の高まりから 3月下旬にかけて再び下落
基調となりました。 4月以降は、長引く米中貿易摩擦への懸念、イタリア政局の混乱などの欧州政
治不安、トルコなど一部新興国の通貨安不安などが重しとなる局面がありましたが、米国を中心と
する企業業績の拡大期待などが支援材料となり、 9月にかけて上昇基調となりました。しかし10月
に入ると、米国の長期金利の大幅上昇や中国の景気減速懸念、米中貿易摩擦の激化懸念などを受け
て大幅安となりました。その後は、米国の中間選挙が市場予想通りの結果となったことや、米中首
脳会談で米国が対中追加関税の税率引き上げをいったん猶予したことから上昇する局面がありまし
たが、中国大手通信機器メーカー幹部がカナダで拘束されたことを受けた米中関係の悪化懸念や世
界景気の減速懸念、米国の追加利上げ観測などが重しとなり、12月下旬にかけて大幅に下落しまし
た。2019年 1 月に入り、米中通商協議の進展期待が高まったことや、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理
事会）が今後の利上げについて慎重な姿勢を示したことなどから、大幅に反発して当作成期末を迎
えました。

■為替相場
為替相場は、米ドルや香港ドルが対円でおおむね横ばいとなった一方で、オフショア・人民元な
どは対円で下落しました。
米ドルや米ドルペッグ制（米ドルに連動する政策）を採用している香港ドルは、当作成期首から
2018年 3 月下旬にかけて、米中貿易摩擦への懸念の高まりを受けて投資家のリスク回避的な姿勢が
強まったことなどから、対円で下落しました。その後は、米国の追加利上げ観測や相対的に堅調な
経済指標などが支援材料となり、2018年12月中旬にかけて堅調に推移しました。2019年 1 月上旬に
かけては、米中関係の悪化懸念や世界景気の減速懸念などを受けて世界的に株式市況が下落する
中、投資家のリスク回避的な姿勢が強まり大幅に下落しました。その後は、米中通商協議の進展期
待などから株式市況が反発したことなどが支援材料となり、対円で上昇基調となり当作成期末を迎
えました。
オフショア・人民元は、当作成期首から2018年 3 月下旬にかけて、米中貿易摩擦への懸念などか
ら対円で下落しました。その後は、米国の追加利上げ観測などを受けた円安の進行などが支援材料

投資環境について （2018. 1. 31 ～ 2019. 1. 30）

iFreeActive ＥＶ

4



当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。

ベンチマークとの差異について

■当ファンド
「ＥＶマザーファンド」の受益証券を通じて、日本を含む世界の「ＥＶ（電気自動車）」関連株
式に投資し、信託財産の成長をめざしました。

■ＥＶマザーファンド
日本を含む世界の株式の中から「ＥＶ（電気自動車）」に関連すると考えられる企業を選定し、
各銘柄のテーマ関連事業の売上高やテーマ関連事業売上高の総売上高に占める比率の見通し、テー
マ関連銘柄としての代表性などを考慮して、ポートフォリオを構築しました。個別銘柄では、
TESLA INC（米国）、日本電産（日本）、INFINEON TECHNOLOGIES AG（ドイツ）、SAMSUNG 
SDI CO LTD（韓国）、BYD CO LTD－H（中国）などを組入上位としました。

ポートフォリオについて （2018. 1. 31 ～ 2019. 1. 30）

となる局面があったものの、長引く米中貿易摩擦への懸念や中国の景気減速懸念などが重しとな
り、 8月にかけて再び下落基調となりました。 9月から12月中旬はおおむね横ばい圏での推移と
なったものの、2019年 1 月上旬にかけては、世界的に株式市況が下落する中、投資家のリスク回避
的な姿勢が強まり大幅に下落しました。その後は、米中通商協議の進展期待などから対円で上昇基
調となり、当作成期末を迎えました。

iFreeActive ＥＶ
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当作成期は、分配対象額が計上できなかったため、収益分配を行いませんでした。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

分配金について

 ■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当期

2018年 1 月31日
～2019年 1 月30日

当期分配金（税込み） （円） ━

対基準価額比率 （％） ─
当期の収益 （円） ─
当期の収益以外 （円） ─  

翌期繰越分配対象額 （円） ─ 
（注 1） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

今後の運用方針

■当ファンド
「ＥＶマザーファンド」の受益証券を通じて、日本を含む世界の「ＥＶ（電気自動車）」関連株
式に投資し、信託財産の成長をめざします。

■ＥＶマザーファンド
日本を含む世界の株式の中から「ＥＶ（電気自動車）」に関連すると考えられる企業を選定し、
各銘柄のテーマ関連事業の売上高やテーマ関連事業売上高の総売上高に占める比率の見通し、テー
マ関連銘柄としての代表性などを考慮して、ポートフォリオを構築します。

iFreeActive ＥＶ
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1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2018. 1. 31～2019. 1. 30） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬  93円 1. 198％
信託報酬＝当作成期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　当作成期中の平均基準価額は7, 745円です。

（投信会社）  （45）  （0. 583） 
投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、法定書面等の作成等の対価

（販売会社）  （45）  （0. 583） 
販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受託銀行）  （3）  （0. 032） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  39   0. 502  
売買委託手数料＝当作成期中の売買委託手数料／当作成期中の平均受益
権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株　  　式）  （39）  （0. 502） 

有価証券取引税  11   0. 136  
有価証券取引税＝当作成期中の有価証券取引税／当作成期中の平均受益
権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株　  　式）  （11）  （0. 136） 

そ の 他 費 用  46   0. 591  その他費用＝当作成期中のその他費用／当作成期中の平均受益権口数

（保管費用）  （42）  （0. 547） 
保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および
資金の送金・資産の移転等に要する費用

（監査費用）  （0）  （0. 005） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ  の  他）  （3）  （0. 038） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合 　 　 計  188   2. 427  

（注 1） 当作成期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便
法により算出した結果です。

（注 2）各金額は項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 3） 各比率は 1万口当りのそれぞれの費用金額を当作成期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、小数点第 3位未満を四捨五

入してあります。   
（注 4） 組み入れているマザーファンドがある場合、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当該マザーファンドが支払っ

た金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）がある場合、
各項目の費用は、当該投資信託証券が支払った費用を含みません。なお、当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「 1万
口当りの費用の明細」が取得できるものについては「組入上位ファンドの概要」に表示することとしております。

iFreeActive ＥＶ
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■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2018年 1 月31日から2019年 1 月30日まで）
設　　定 解　　約

口　数 金　額 口　数 金　額
千口 千円 千口 千円 

ＥＶマザーファンド 244, 219 219, 000 50, 385 39, 700 

（注）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2018年 1 月31日から2019年 1 月30日まで）

項　　　　　目
当　　期

ＥＶマザーファンド
（ａ）期中の株式売買金額 424, 558千円 
（b）期中の平均組入株式時価総額 109, 578千円 
（c）売買高比率（ａ）／（ｂ） 3. 87 
（注 1）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 2）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
2019年 1 月30日現在

項　　　　　　目 当　期　末
評　価　額 比　　率

千円 % 
ＥＶマザーファンド 121, 727 98. 8 
コール・ローン等、その他 1, 452 1. 2 
投資信託財産総額 123, 180 100. 0 
（注 1）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信

託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。  
なお、 1月30日における邦貨換算レートは、1アメリカ・ドル＝109. 42円、
1香港・ドル＝13. 95円、100韓国・ウォン＝9. 80円、 1オフショア・人民元
＝16. 23円、 1ユーロ＝125. 11円です。  

（注 3） ＥＶマザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産（103, 181千
円）の投資信託財産総額（122, 028千円）に対する比率は、84. 6％です。 
  

■ 投信会社（自社）による当ファンドの設定・解約および
保有状況
期首保有額 期中設定額 期中解約額 期末保有額 取 引 の 理 由

百万円 百万円 百万円 百万円

100 ─ ─ 100 当初設定時における取得
（注１）金額は元本ベース。
（注２）単位未満は切捨て。

（3） 当作成期中の売買委託手数料総額に対する利害関係
人への支払比率

（2018年 1 月31日から2019年 1 月30日まで）
項　　　　　目 当　　　　　期

売買委託手数料総額 （Ａ） 623千円 
うち利害関係人への支払額 （Ｂ） 12千円 
 （Ｂ）／（Ａ） 2. 0% 
（注） 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支

払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 1項に規定される
利害関係人であり、当作成期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証
券です。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種　　類 当　期　末
口　数 評　価　額

千口 千円 

ＥＶマザーファンド 193, 833 121, 727 

（注）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況等
（1）ベビーファンドにおける当作成期中の利害関係人との

取引状況

　当作成期中における利害関係人との取引はありま
せん。

（2）マザーファンドにおける当作成期中の利害関係人と
の取引状況

（2018年 1 月31日から2019年 1 月30日まで）
決　算　期 当　　　　　　　　期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｂ

Ｂ／Ａ 売付額等Ｃ

う ち 利 害
関係人との
取引状況Ｄ

Ｄ／Ｃ

百万円 百万円 % 百万円 百万円 %

株式 297 5 1. 7 126 3 3. 1 
為替予約 228 ─ ─ 78 ─ ─ 
コール・ローン 677 ─ ─ ─ ─ ─ 
（注）平均保有割合100. 0％
　※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファ

ンドのマザーファンド所有口数の割合。
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iFreeActive ＥＶ

■損益の状況
当期　自2018年 1月31日　至2019年 1月30日

項　　　目 当　　　期
（Ａ）配当等収益 △  182円

受取利息 27  
支払利息 △  209  

（Ｂ）有価証券売買損益 △  47, 542, 709  
売買益 8, 896, 854  
売買損 △  56, 439, 563  

（Ｃ）信託報酬等 △  1, 492, 953  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △  49, 035, 844  
（Ｅ）追加信託差損益金 △  25, 245, 185  
（配当等相当額） （△  45） 
（売買損益相当額） （△  25, 245, 140） 

（Ｆ）合計（Ｄ＋Ｅ） △  74, 281, 029  
次期繰越損益金（Ｆ） △  74, 281, 029  
追加信託差損益金 △  25, 245, 185  
（配当等相当額） （△  45） 
（売買損益相当額） （△  25, 245, 140） 
繰越損益金 △  49, 035, 844  

（注 1） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3） 収益分配金の計算過程は下記「収益分配金の計算過程（総額）」をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項　　　目 当　　　期

（ａ）経費控除後の配当等収益  0円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  0　
（ｃ）収益調整金  0　
（ｄ）分配準備積立金  0　
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ）  0　
（ｆ）分配金  0　
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ）  0　
（ｈ）受益権総口数 196, 313, 167口

■資産、負債、元本および基準価額の状況

項　　　目 当　期　末
（Ａ）資産 123, 180, 587円

コール・ローン等 1, 152, 849  
ＥＶマザーファンド（評価額） 121, 727, 738  
未収入金 300, 000  

（Ｂ）負債 1, 148, 449  
未払解約金 366, 365  
未払信託報酬 778, 587  
その他未払費用 3, 497  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 122, 032, 138  
元本 196, 313, 167  
次期繰越損益金 △  74, 281, 029  

（Ｄ）受益権総口数 196, 313, 167口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 6, 216円

＊ 期首における元本額は100, 000, 000円、当作成期間中における追加設定元本額は
166, 676, 947円、同解約元本額は70, 363, 780円です。 
＊当期末の計算口数当りの純資産額は6, 216円です。 
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は74, 281, 029円です。

2019年 1 月30日現在

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」
および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアＮＩＳＡ」の
適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会
社にお問い合わせください。
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東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
https://www.daiwa－am.co.jp/

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 日本を含む世界の金融商品取引所上場および店頭登録（上場予定および店頭登録予定を含みま
す。）の株式（ＤＲ（預託証券）を含みます。）

株式組入制限 無制限

ＥＶマザーファンド
運用報告書　第 1期　（決算日　2019年 1 月30日）

（作成対象期間　2018年 1 月31日～2019年 1 月30日）

ＥＶマザーファンドの運用状況をご報告申し上げます。
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ＥＶマザーファンド

の雇用統計が市場予想を上回り、同国の金利が上昇したことを受け
て下落しました。その後は、好調な決算発表などが支援材料となり
いったんは反発しましたが、米中貿易摩擦への懸念の高まりから 3
月下旬にかけて再び下落基調となりました。 4月以降は、長引く米
中貿易摩擦への懸念、イタリア政局の混乱などの欧州政治不安、ト
ルコなど一部新興国の通貨安不安などが重しとなる局面がありまし
たが、米国を中心とする企業業績の拡大期待などが支援材料とな
り、 9月にかけて上昇基調となりました。しかし10月に入ると、米
国の長期金利の大幅上昇や中国の景気減速懸念、米中貿易摩擦の激
化懸念などを受けて大幅安となりました。その後は、米国の中間選
挙が市場予想通りの結果となったことや、米中首脳会談で米国が対
中追加関税の税率引き上げをいったん猶予したことから上昇する局
面がありましたが、中国大手通信機器メーカー幹部がカナダで拘束
されたことを受けた米中関係の悪化懸念や世界景気の減速懸念、米
国の追加利上げ観測などが重しとなり、12月下旬にかけて大幅に下
落しました。2019年 1 月に入り、米中通商協議の進展期待が高まっ
たことや、ＦＲＢ（米国連邦準備制度理事会）が今後の利上げにつ
いて慎重な姿勢を示したことなどから、大幅に反発して当作成期末
を迎えました。

　○為替相場
為替相場は、米ドルや香港ドルが対円でおおむね横ばいとなった
一方で、オフショア・人民元などは対円で下落しました。
米ドルや米ドルペッグ制（米ドルに連動する政策）を採用してい
る香港ドルは、当作成期首から2018年 3 月下旬にかけて、米中貿易
摩擦への懸念の高まりを受けて投資家のリスク回避的な姿勢が強
まったことなどから、対円で下落しました。その後は、米国の追加
利上げ観測や相対的に堅調な経済指標などが支援材料となり、2018
年12月中旬にかけて堅調に推移しました。2019年 1 月上旬にかけて
は、米中関係の悪化懸念や世界景気の減速懸念などを受けて世界的
に株式市況が下落する中、投資家のリスク回避的な姿勢が強まり大
幅に下落しました。その後は、米中通商協議の進展期待などから株
式市況が反発したことなどが支援材料となり、対円で上昇基調とな
り当作成期末を迎えました。
オフショア・人民元は、当作成期首から2018年 3 月下旬にかけ
て、米中貿易摩擦への懸念などから対円で下落しました。その後
は、米国の追加利上げ観測などを受けた円安の進行などが支援材料
となる局面があったものの、長引く米中貿易摩擦への懸念や中国の
景気減速懸念などが重しとなり、 8月にかけて再び下落基調となり
ました。 9月から12月中旬はおおむね横ばい圏での推移となったも
のの、2019年 1 月上旬にかけては、世界的に株式市況が下落する
中、投資家のリスク回避的な姿勢が強まり大幅に下落しました。そ
の後は、米中通商協議の進展期待などから対円で上昇基調となり、
当作成期末を迎えました。

◆ポートフォリオについて
日本を含む世界の株式の中から「ＥＶ（電気自動車）」に関連する

と考えられる企業を選定し、各銘柄のテーマ関連事業の売上高やテー
マ関連事業売上高の総売上高に占める比率の見通し、テーマ関連銘柄
としての代表性などを考慮して、ポートフォリオを構築しました。個
別銘柄では、TESLA INC（米国）、日本電産（日本）、INFINEON 
TECHNOLOGIES AG（ドイツ）、SAMSUNG SDI CO LTD（韓国）、
BYD CO LTD－H（中国）などを組入上位としました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび
参考指数を設けておりません。

（円）

設　定
（2018. 1. 31）

期　末
（2019. 1. 30）

2, 000

4, 000

6, 000

8, 000

10, 000

12, 000
基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
設定時：10, 000円　期末：6, 280円　騰落率：△37. 2%
【基準価額の主な変動要因】

世界株式市況は、米中貿易摩擦や世界景気の減速に対する懸念、米
国の金利上昇などを背景に、下落しました。為替相場は、米ドルや香
港ドルが対円でおおむね横ばいとなった一方で、オフショア・人民元
などは対円で下落しました。このような環境下で日本を含む世界の
「ＥＶ（電気自動車）」関連株式に投資した結果、基準価額は下落し
ました。くわしくは「投資環境について」をご参照ください。
◆投資環境について
　○世界株式市況

世界株式市況は下落しました。
世界株式市況は、当作成期首から2018年 2 月上旬にかけて、米国

■当作成期中の基準価額と市況等の推移

年　　月　　日
基 準 価 額 株式組入

比 率
株式先物
比 率騰 落 率

円 ％ ％ ％

（期 首）2018年 1 月31日 10, 000 ─ ─ ─
1月末　 9, 971 △ 0. 3 16. 0 ─ 
2 月末　 9, 334 △ 6. 7 94. 7 ─
3 月末　 8, 649 △ 13. 5 95. 2 ─ 
4 月末　 8, 336 △ 16. 6 94. 0 ─
5 月末　 8, 378 △ 16. 2 96. 7 ─ 
6 月末　 7, 896 △ 21. 0 98. 3 ─
7 月末　 7, 788 △ 22. 1 95. 5 ─ 
8 月末　 7, 526 △ 24. 7 96. 6 ─
9 月末　 7, 477 △ 25. 2 91. 8 ─ 
10月末　 6, 461 △ 35. 4 93. 9 ─
11月末　 6, 788 △ 32. 1 94. 8 ─ 
12月末　 6, 083 △ 39. 2 94. 4 ─

(期 末）2019年 1 月30日 6, 280 △ 37. 2 94. 4 ─
（注 1）騰落率は期首比。
（注 2）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 3） 当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、

ベンチマークおよび参考指数を記載しておりません。
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ＥＶマザーファンド

■ 1万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 39円
（株式） （39） 
有価証券取引税 11  
（株式） （11） 
その他費用 46  
（保管費用） （43） 
（その他） （3） 

合 計 96  
（注１） 費用の項目および算出法については前掲の「１万口当りの費用の明細」の

項目の概要をご参照ください。
（注２）項目ごとに円未満を四捨五入してあります。 

《今後の運用方針》
日本を含む世界の株式の中から「ＥＶ（電気自動車）」に関連すると
考えられる企業を選定し、各銘柄のテーマ関連事業の売上高やテーマ関
連事業売上高の総売上高に占める比率の見通し、テーマ関連銘柄として
の代表性などを考慮して、ポートフォリオを構築します。

■売買および取引の状況
株　　　式

（2018年 1 月31日から2019年 1 月30日まで）
買　　付 売　　付

株　数 金　額 株　数 金　額

国内
千株 千円 千株 千円 
12. 1 34, 860 6. 3 6, 703 

（ ─）（ ─）
百株 千アメリカ・ドル 百株 千アメリカ・ドル

アメリカ 122. 2 823 53. 9 308 
（ ─）（ ─）

百株 千香港・ドル 百株 千香港・ドル 
香港 2, 595 4, 007 2, 480 2, 198 

（ ─）（ ─）

韓国
百株 千韓国・ウォン  百株 千韓国・ウォン  
9. 1 178, 380 5. 5 105, 676 

（ ─）（ ─）
百株 千オフショア・人民元 百株 千オフショア・人民元 

中国 1, 657. 9 2, 854 466 617 
（ 37. 88）（ ─）

ユーロ
（ベルギー）

百株 千ユーロ 百株 千ユーロ
12. 4 55 12. 4 59 

（ ─）（ ─）

ユーロ
（フランス）

百株 千ユーロ 百株 千ユーロ
17 68 17 44 

（ ─）（ ─）

ユーロ
（ドイツ）

百株 千ユーロ 百株 千ユーロ
80. 2 275 46. 2 160 

（ ─）（△ 0）

ユーロ
（ユーロ 通貨計）

百株 千ユーロ 百株 千ユーロ
109. 6 400 75. 6 265 

（ ─）（△ 0）
（注 1）金額は受渡し代金。
（注 2） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 3）金額の単位未満は切捨て。

外

　
　国
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ＥＶマザーファンド

（2）外国株式

銘　　　　　　柄
当　　期　　末

株　数
評　 価 　額 業  種  等

外貨建金額 邦貨換算金額
百株 千アメリカ・ドル 千円

（アメリカ）
ALBEMARLE CORP 4 31 3, 427 素材
NXP SEMICONDUCTORS NV 6. 1 52 5, 722 情報技術
MICROCHIP TECHNOLOGY INC 5. 5 43 4, 783 情報技術
APTIV PLC 6 43 4, 755 一般消費財・サービス
MAXIM INTEGRATED PRODUCTS 9. 1 50 5, 474 情報技術
TESLA INC 2. 8 83 9, 113 一般消費財・サービス
ON SEMICONDUCTOR CORP 19. 3 37 4, 092 情報技術
TEXAS INSTRUMENTS INC 5. 5 55 6, 099 情報技術
QUIMICA Y MINERA CHIL-SP ADR 10 42 4, 606 素材
アメリカ・ドル
通 貨 計

株数、金額 68. 3 439 48, 076 
銘柄数 <比率> 9銘柄 <39. 5%> 

百株 千香港・ドル 千円
（香港）
BYD CO LTD-H 115 530 7, 395 一般消費財・サービス
香 港・ド ル
通 貨 計

株数、金額 115 530 7, 395 
銘柄数 <比率> 1銘柄 <6. 1%> 

百株 千韓国・ウォン 千円
（韓国）
SAMSUNG SDI CO LTD 3. 6 82, 440 8, 079 情報技術
韓国・ウォン
通 貨 計

株数、金額 3. 6 82, 440 8, 079 
銘柄数 <比率> 1銘柄 <6. 6%> 

■主要な売買銘柄
株　　式

（2018年 1 月31日から2019年 1 月30日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　　数 金　　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　　数 金　　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
AUMANN AG（ドイツ）  2. 55 19, 781 7, 757 AUMANN AG（ドイツ）  2. 55 15, 551 6, 098 
BYD CO LTD-H（中国）  21. 5 19, 242 894 SAMSUNG SDI CO LTD（韓国）  0. 55 10, 692 19, 440 
SAMSUNG SDI CO LTD（韓国）  0. 91 17, 869 19, 637 GEELY AUTOMOBILE HOLDINGS LT（ケイマン諸島）  47 9, 952 211 
TESLA INC（アメリカ）  0. 46 16, 568 36, 018 BAIC MOTOR CORP LTD-H（中国）  92 9, 193 99 
INFINEON TECHNOLOGIES AG（ドイツ）  5. 47 16, 142 2, 951 UMICORE（ベルギー）  1. 24 7, 781 6, 275 
GEELY AUTOMOBILE HOLDINGS LT（ケイマン諸島）  47 14, 501 308 TESLA INC（アメリカ）  0. 18 6, 533 36, 296 
GUOXUAN HIGH-TECH CO LTD-A（中国）  43. 09 14, 302 331 BYD CO LTD-H（中国）  10 6, 428 642 
BAIC MOTOR CORP LTD-H（中国）  92 13, 691 148 QUIMICA Y MINERA CHIL-SP ADR（チリ）  1. 12 6, 030 5, 384 
日本電産  0. 7 12, 258 17, 512 VALEO SA（フランス）  1. 7 5, 788 3, 405 
QUIMICA Y MINERA CHIL-SP ADR（チリ）  2. 12 11, 743 5, 539 ZHENGZHOU YUTONG BUS CO -A（中国）  26. 6 5, 762 216 
（注１）金額は受渡し代金。
（注２）金額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
（1）国内株式

銘　　　　　柄
当　期　末

株　数 評価額
千株 千円 

電気機器 (100. 0%)
  日本電産 0. 7 8, 757 
  パナソニック 4. 5 4, 731 
  ローム 0. 6 4, 440 

合 計
千株 千円 

株 数、 金 額 5. 8 17, 928 
銘 柄数 <比率> 3銘柄 <14. 7%> 

（注 1）銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する各業種の比率。
（注 2）合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注 3）評価額の単位未満は切捨て。
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ＥＶマザーファンド

銘　　　　　　柄
当　　期　　末

株　数
評　 価 　額 業  種  等

外貨建金額 邦貨換算金額
百株 千オフショア・人民元 千円

（中国）
GUOXUAN HIGH-TECH CO LTD-A 230. 9 284 4, 616 資本財・サービス
BEIJING EASPRING MATERIAL-A 120 337 5, 472 素材
WUXI LEAD INTELLIGENT EQUI-A 120. 88 356 5, 787 情報技術
GEM CO LTD-A 720 280 4, 545 素材
CONTEMPORARY AMPEREX TECHN-A 38 291 4, 729 資本財・サービス
オフショア・人民元
通 貨 計

株数、金額 1, 229. 78 1, 549 25, 152 
銘柄数<比率> 5銘柄 <20. 7%> 

百株 千ユーロ 千円
ユーロ（ドイツ）
INFINEON TECHNOLOGIES AG 34 66 8, 262 情報技術
ユ ー ロ
通 貨 計

株数、金額 34 66 8, 262 
銘柄数<比率> 1銘柄 <6. 8%> 

ファンド合計 株数、金額 1, 450. 68 ─ 96, 965 
銘柄数<比率> 17銘柄 <79. 7%> 

（注 1） 邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投
資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもの
です。

（注 2）<　>内は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 3）評価額の単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
2019年 1 月30日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株式 114, 894 94. 2 
コール・ローン等、その他 7, 133 5. 8 
投資信託財産総額 122, 028 100. 0 
（注 1）評価額の単位未満は切捨て。
（注 2） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 1月30日における邦貨換算レートは、1アメリカ・ドル＝109. 42
円、 1香港・ドル＝13. 95円、100韓国・ウォン＝9. 80円、 1オフショア・人
民元＝16. 23円、 1ユーロ＝125. 11円です。  

（注 3） 当期末における外貨建純資産（103, 181千円）の投資信託財産総額
（122, 028千円）に対する比率は、84. 6％です。   
  

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2019年 1 月30日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資産 122, 028, 358円

コール・ローン等 7, 106, 152  
株式（評価額） 114, 894, 688  
未収配当金 27, 518  

（Ｂ）負債 300, 087  
未払解約金 300, 000  
その他未払費用 87  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 121, 728, 271  
元本 193, 833, 979  
次期繰越損益金 △  72, 105, 708  

（Ｄ）受益権総口数 193, 833, 979口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 6, 280円

＊ 期首における元本額は99, 800, 000円、当作成期間中における追加設定元本額は
144, 419, 135円、同解約元本額は50, 385, 156円です。 

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、iFreeActive 
ＥＶ193, 833, 979円です。 

＊当期末の計算口数当りの純資産額は6, 280円です。 
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は72, 105, 708円です。

■損益の状況
当期　自2018年 1 月31日　至2019年 1 月30日

項　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 1, 124, 267円

受取配当金 1, 119, 479  
受取利息 6, 664  
支払利息 △  1, 876  

（Ｂ）有価証券売買損益 △  57, 969, 597  
売買益 3, 010, 952  
売買損 △  60, 980, 549  

（Ｃ）その他費用 △  726, 399  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △  57, 571, 729  
（Ｅ）解約差損益金 10, 685, 156  
（Ｆ）追加信託差損益金 △  25, 219, 135  
（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △  72, 105, 708  

次期繰越損益金（Ｇ） △  72, 105, 708  
（注 1） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。 
（注 2） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。 
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